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論 文 内 容 の 要 旨
　はじめに本研究の背景を説明すると、現在の日本において、条件さえ整えば地域で生活できるはずである
にもかかわらず、精神科病院での長期入院を継続している人々の人数が少なくないことがあげられる。医療
政策の視点からは、これらの人々の退院援助ならびに地域での生活を可能にする条件整備が喫緊の課題と言
えよう。また、支援する側では、病理等に焦点をあてた医学モデルから、本人による自己決定と選択に基づ
いて援助する生活モデルへの転換が迫られている。それにも関わらず、精神障害者の地域生活を援助するた
めのリハビリテーションプログラムに関する研究は進んでいないのが現状である。大橋氏による本研究はこ
れらの実状をふまえ、長期入院患者の退院援助と地域生活ニーズ実現を目指す援助のあるべき姿を探求する
ものとして、日本の精神保健福祉の課題解決の一助となる可能性を持つものである。
　本論文は、序章、第１部（第１章～第３章）、第２部（第１章～第３章）、終章からなるが、以下、順に内
容を紹介する。
　序章では、研究の背景や方法、そしてその意義を解説するため、日本での精神科病院長期入院者の現状と
精神障害者地域リハビリテーションの動向をまとめている。第１節では、精神障害者をめぐる近年の動向と
して、①病状が安定しているにも関わらず、退院後の受入条件が整わず、５年以上の長期入院を余儀なくさ
れている社会的入院者の解消に向けた動きと、②在宅精神障害者への地域リハビリテーションの推進の動き
を紹介している。そして第２節で、本研究の具体的な目的として、①長期入院患者退院促進のためのソーシャ
ルワークアプローチの概念モデルの形成、②個別ニーズに基づいたリハビリテーションプログラムの形成、
③在宅精神障害者のリハビリ－テーションニーズの把握に向けた量的調査について説明している。調査方法
としては、①については実践経験者によるインタビュー調査、②については授産施設の援助スタッフを対象
とした教育トレーニング、そして③については精神障害者支援施設の利用者と援助スタッフへのアンケート
調査を実施した。
　第１部は、第２部における実証研究の背景を明確にするため、長期入院に関する我が国の現状と、地域生
活への橋渡しとなる退院援助の実態を論じている。第１章では慢性疾患に関する概念モデルを用いて、精神
障害者に生じる情緒的不利と社会的不利を整理している。その特徴としては、①障害の受容自体が困難であ
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る、②再発の可能性がある、③再発防止のためセルフコントロールが必要である、④生活スタイルや生活構
造の再構成が必要である等を指摘している。そして、個々のライフコースにそって、医療・生活両面におけ
る援助の在り方について解説するとともに、具体的モデルを提案している。
　第２章は明治７年の医制発布後、日本に近代精神医学が導入されて以降の歴史をレビューしている。とく
に第２次大戦後、精神障害者を病院に集中的に収容することで、地域社会から隔絶させる施策がとられてき
た。こうした施策が患者と家族に与えた影響を分析するとともに、西欧先進諸国の例を紹介しながら、1990
年代以降の退院促進のための地域での受け皿作り等を論じている。
　第３章では、社会的入院の解消をめざした退院援助の実態について、経験年数が10年以上のソーシャルワー
カー８名を対象にして、インタビュー調査をおこなった結果を報告している。主要なポイントは、①アセス
メント、②ソーシャルワーカーの関わり方、③援助プランニングのカテゴリー、④退院援助を進める際に重
視するポイント等である。この結果を既存の社会福祉実践理論（心理社会、問題解決、課題中心、ソーシャ
ルサポートネットワーク、ケースマネジメント）と比較したところ、心理社会的アプローチと問題解決アプ
ローチとの間で共通点が多く見られたと指摘している。
　第２部では、精神障害者リハビリテーションの一つである心理社会的プログラムに焦点をあてて、授産施
設での教育トレーニングの成果やアンケート調査結果を報告している。
　第１章では、地域の精神障害者が利用している通所授産施設について、①日本における理念の変遷、とく
に医学モデルから生活モデルへの変化、②生活援助理念の原則、③エンパワーメントやストレングス、リカ
バリー等の生活援助に関する諸概念、④心理社会的プログラムの概念的枠組みと実践原則、⑤心理社会的プ
ログラムのモデル等をめぐって、日本での応用例を紹介している。
　第２章では、小規模社会福祉法人スタッフ９名に対して実施した、心理社会的リハビリテーションの教育
トレーニングの試みとその結果をまとめている。なお、この試みは「小規模通所授産施設での援助は集団的
プログラムに偏り、個別的プログラムがおこなわれていないのではないか？」という疑問から発したもので
ある。調査では①トレーニング前に基礎知識をチェックした後、②トレーニングを実施、③その後、テーマ
別関心度評価をおこなった。その結果、スタッフは仕事に直結する知識により高い関心を示す一方で、基本
概念や基礎理論への関心が低いこと、また、経験年数の短いスタッフほどその傾向が強いことが判明した。
　次に、利用者への個別リハビリテーションプログラム作成に向けたケースアセスメント表を作成した。そ
の上で、個々のケースに対する具体的個別プログラムの作成をスタッフに求めたが、「授産施設では集団プ
ログラムで運営されており、個別的援助介入は行っていない」等の理由で、協力を得られなかった。この結
果は、大橋氏がいだいていた「小規模授産施設では個別的プログラムがおこなわれていないのでは？」とい
う仮説を裏付けるものとも言えるだろう。
　第３章では、在宅精神障害者のニーズを明らかにするため、精神障害者生活支援センターならびに通所授
産施設の利用者174名、援助スタッフ72名にアンケート調査を行った。リサーチクエスチョンとしては、①
利用者は援助スタッフにどんなサービスや支援を期待しているのか？　逆に、援助スタッフはどんなサービ
スや支援が必要と考えているのか？　②利用者の性別、年齢、初診年齢、利用期間等で、利用者が期待する
サービス内容に差があるか？　③援助スタッフの性別、年齢、経験年数で、援助スタッフが必要であると考
えるサービスに相違があるか？　④利用者の利用満足度と援助スタッフの職務満足度はどのサービスと関係
するのか？　などである。
　分析の結果、利用者と援助スタッフの間にリハビリテーションニーズのとらえ方に相違が認められた。例
えば、利用者が社会経済活動への参画を望むのに対して、援助スタッフは生活の基本部分への援助をより重
視していた。利用者の年齢に関しても、20代の利用者が「基本的生活ニーズの充足とノーマルな社会関係、
社会的機能を高めるプログラム」を望むのに対して、30代の利用者は「社会的・経済的自立に向けた援助」
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を望む等、年齢によって期待するサービスや支援に有意な差が認められた。援助スタッフについては、経験
６年未満の20代のグループに、情緒的消耗感や脱人格化、個人的達成感の喪失等の状態をともなうバーンア
ウト（燃え尽き症候群）の可能性がうかがわれた。
　全体をまとめると、利用者が持つニーズやその実現のために期待する援助と、援助者が必要と考える援助
内容との間に乖離傾向が認められた。これを解消するためには、援助者に対して、利用者の日常生活上およ
び地域リハビリテーション上でのニーズの正確な把握と、そのニーズの実現に向けた援助プランニングの作
成が求められることとなる。したがって、従来の集団プログラムを軸とした援助から、個別的ケースワーク
へのパラダイム・シフトが必然のものと言えよう。そのためにも、利用者との面接技術と、そこから得られ
た情報に基づく奥行きのある援助計画の作成が望まれる、というのが本論文の主旨である。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
　2014年１月25日（土）に大橋氏の学位申請論文の公聴会を開催後、口頭試問を行った。なお、審査委員のうち、
副査の渡部律子教授（日本女子大学人間社会学部）は急病のため欠席、書面での質問項目を寄せた。公聴会
での発表ならびに口頭試問から指摘された、大橋氏の学位申請論文についての評価は以下の通りである。
　まず、博士学位論文として評価できる長所として、以下があげられた。①慢性精神障害者が抱える課題を、
その他の慢性疾患の課題と比較検討することで、慢性精神障害の特性を明確にしている。②ソーシャルワー
クが大切にしてきた「生活」という視点、ならびに利用者の「強さの発見」の姿勢をベースにして、概念図
等を作成した。とくに複数の概念を整理することで、慢性疾患を持つ人々にとっての生活課題や地域生活の
モデルをわかりやすい形で提供している。③先行研究レビューの際に、複数の知見を統合する努力を怠らず、
筆者独自の概念図を作成した。とくに第一部３章２節では、現在用いられている退院援助アプローチについ
て内容比較をおこなう等、論文で取り扱っている内容について必要な要素を丁寧に論じている。④データ分
析により、利用者の年代などの個人属性によるニーズの違いが実証できたことは、画一的な援助から固有の
ニーズにあった援助プログラム作成をする必要性を再確認させ、実践現場への応用も可能とした。⑤データ
分析結果の考察（ソーシャルワーカーの年代別ニーズ認識）において、ソーシャルワーカーの歴史的背景も
踏まえて解釈することによって、ソーシャルワーカーがコミットメントする際の課題を指摘していることは
意義がある。
　一方で、以下の課題が指摘され、大橋氏からそれぞれ回答を得た。
　（１）２部仕立てのため、第１部での知見と第２部での知見を直接関連させた議論が不十分な印象がある。
とくに、二つの知見を結びつけて議論を展開する必要があると思われる。この指摘に対して大橋氏から「二
つの知見を結びつけるものとして、日本の医療における政策的あやまりがあげられる。欧米は脱施設化を進
めた＝この政策的理由には、巨大な医療施設の人件費等よりも地域での対応が安上がりであること、治療薬
が発達したこと、そして何よりも長期的入院を人道的問題としてとらえる見方が広がったことがあげられる。
しかし、日本では逆に国費の支出という方向に向かった。そのうえ、対象の大半が私立病院だったため、そ
こに営利的な目的も働いたことは否めない。また、過去の犯罪事件等によって、世間では「野放しにするな」
という社会防衛的な見方が強かったことも手伝った。それが精神障害者への対策における社会・文化的背景
と言えるだろう」との回答があり、審査委員から、それらの考察を論文に加筆するよう指示があった。
　（２）第２部での調査について、対象者への倫理的配慮についての記載がない。例えば、プログラム開発
を中断せざるを得なかった事情については、事前にきちんと説明・同意はとっており、それ以外の理由で中
断したとの説明が必要と思われるとの意見が述べられた。この指摘に対して大橋氏から、事前に説明を行っ
た経緯について説明があった。委員会としては、その点について論文に書き加えるように指示した。
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　（３）第２部第２章での教育トレーニングプログラムが中断されたことについて、今後、さらに研究を進
めるにはどんな可能性が考えられるか？　議論を深める必要があると思われるとコメントがあった。この指
摘に対して、大橋氏からは「実は、現在は調査時と異なり、自立支援法の施行によって、障害認定基準を実
施するようになった。そのため、援助スタッフが個々に聞き取り調査をおこない、援助プランを作成するこ
とが当たり前になった。つまり、調査時の頃には主流だった集団援助プラン的なやり方が通用しなくなった
のである。この結果、現在では、良い援助プランを作るためには、面接でいかにニーズを見つけるか、そし
てそのニーズに対応できるプランを作れるか、さらに対象に寄り添った形でやっていけるか、援助者の関わ
り方が重要になってきている」との回答があった。審査委員から、そのような変化についても加筆するよう
に指示があった。
　（４）論文の150頁等に記載の「利用者ニーズ」と「援助者が考える必要な援助」とのずれをどう考えてい
るか？　説明があると良いのではないか？とのコメントがあった。この指摘に対して、大橋氏から「“ずれ ”
は当然あるが、援助者が “ずれ ” を認識しているかが重要である。もちろん利用者の満足は重要だが、利用
者がニーズをきちんと理解しているか、あるいはニーズを正確に表現できるか？　援助者は、専門職として
“ずれ ” も認識しながら、利用者のニーズを探すのが重要だと考えている。利用者と援助者は敵同士ではなく、
“ずれ ” をどれだけ摺り合わせることができるかが肝要ということになる。なお、“ずれ ” があること自体が、
両者がまだわかりあっていない、関係性が熟成されていないとも言える」という回答があった。審査委員か
ら、それらの考察を書き込むよう指示があった。
　（５）160頁の表19に関連して、利用者の満足を高めるにはどんな課題があるか、何か考えはあるのか？と
質問があった。この指摘に対して、大橋氏から「利用者から “就労への期待 "等が強く出ているが、援助者
はそれにあまり重きを置いていない、という印象がある。たしかに援助者は「こんな現状で、いきなり仕事
ができるのか？」と思うかも知れない。しかし、利用者の希望を高めるためには、「就労＝生活の安定」に
向けて、一段階ずつ登るしかないのではないのか？　そこを理解しあうことで、利用者の満足度があがるの
ではないだろうか」と回答があった。審査委員からは、その回答内容を考察等に活かすように指示があった。
　これらの口頭試問をまとめて、審査委員会は以下の結論に達した。
　長期的に入院している精神障害者の退院促進をめぐる諸課題において、わが国のソーシャルワーク実践は、
北米等と比べると、クライエントの福利を目指して現場で用いることができる「実践モデル」の数が圧倒的
に少ないこと、さらに存在する実践モデルに関してもその有効性に関する実証研究が乏しいことが特徴とし
て挙げられる。そうした状況を改善するため、援助を必要とするクライエントと多様なニーズを考慮すると、
より有効な実践モデルを供給していくことが、ソーシャルワーク研究に携わる者の責務とも言える。大橋氏
の論文は、そのテーマ選択および研究方法において、充分に評価に値するものであると考えられる。
　とくに本論文は、テーマが持つ社会福祉における意義、そして、テーマを追求していくために必要な構成
要素を論文が備えていること、実証研究により利用者に焦点をあてそのニーズを明らかにしたこと、等の面
において高く評価することができ、大橋氏の実践家としての長年の歴史が十分に生かされた博士論文であり、
力作であると言える。
　口頭審査では審査委員から各種の質問がよせられたが、それぞれに対して明確な回答があり、審査委員会
としてはそれらの議論を活かして修正することで、博士の学位論文として十分であると認めることができる
という結論に達した。なお、これらの指摘については、最終稿において、すべて適切に修正されていること
を確認している。一部の調査が中断を余儀なくされた点、統計的解釈等に議論の余地がある点、あるいは調
査時と現在で法律の改正等で変化が起きたであろうという点など、いくつかの課題が残されているが、それ
らの課題の解明は本研究の延長線上にさらなる進展があるものと期待したい。よって、本論文を博士論文の
レベルに達したものとして認めるものである。
